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3） 佐藤（2008，2010），山田（2008a）p.3 を参照． 
4） 子プロとは，2008 年から 5 年後以降において，全国 23,000 校の小学 5 年生 120 万人を農
山漁村での 1 週間程度の宿泊体験活動を推進する事業のことである．事業開始後より全小
学校での展開を目指し，展開していた事業であるが，民主党政権下の 2009 年 11 月 11 日，
行政刷新会議の事業仕分けにて，文部科学省側の事業規模が縮小(定額補助率が 1/3)され，












第 1 章 農家民宿・民泊を活用した体験教育旅行 
 
 










第 2 節 農村における地域のコミュニティ機能の低下と課題 
 
 日本の人口は，2005 年に戦後初めて減少局面に突入した．また，1995 年に 15 歳未満の
割合と 65 歳以上の割合が逆転して以降，日本社会は少子高齢化の進行を抑止できていない














 農業地域類型別の人口及び高齢化率の推移は表 1-1 に示す通りである．農業地域類型とは，
地域農業の構造を規定する基盤的な条件（DID 面積 2），人口密度，宅地，耕地および林野
の割合）に基づき，都市的地域＞山間農業地域＞平地農業地域・中間農業地域の決定順位




万人，中間農業地域に 1,086 万人，山間農業地域に 384 万人となっており，78.7%が都市的
地域に集中している．また，2000 年と比較すると，都市的地域は 3.3%増加しているが，平
 




























地農業地域は 3.5%，中間農業地域は 7.7%，山間農業地域は 14.9%とそれぞれ減少している
ことから，都市的地域への人口流入の実態と一致していることが確認できる． 
次に，2010 年の高齢化率を農業地域類型別にみると，都市的地域は 21.3%，平地農業地















  増減率とは，2000 年当時と 2010 年を比較した割合を示している． 
 
2000年 2010年 2010年の構成比 増減率*
9,759 10,077 78.7% 3.3%
(18.4%) (21.3%) （2.9）
1,306 1,260 9.8% -3.5%
(23.0%) (25.8%) （2.9）
1,177 1,086 8.5% -7.7%
(26.8%) (29.7%) （2.8）
451 384 3.0% -14.9%
(31.9%) (34.8%) （2.9）




























註：  の数値は，1985 年当時を 100 とした時の指数である． 
 
1985 1990 1995 2000 2005 2010
121,048,923 123,611,167 125,570,246 126,925,843 127,767,994 128,057,352
100 102 104 105 106 106
1,155,844 1,222,411 1,287,005 1,342,832 1,380,361 1,410,777
100 106 111 116 119 122
37,979,984 40,670,475 43,899,923 46,782,383 49,062,530 51,842,307
100 107 116 123 129 136
319,515 350,673 394,271 439,370 477,645 517,049
100 110 123 138 149 162
全国 21.5 18.2 15.9 14.6 13.7 13.1
滋賀県 23.4 20.4 18.0 16.4 15.5 15.1
全国 10.3 12.0 14.5 17.3 20.1 22.8











る人口・世帯数・少子化率・高齢化率の推移は表 1-2 に示した通りである．表 1-2 より 2010
年における滋賀県の人口は全国の人口の 1.1%にあたる 1,410,777 人であり，世帯数は全国
の 1.0%にあたる 517,049 世帯である．また，2010 年の滋賀県の少子化率は 15.1%と全国




























30,761 36,246 45,894 26,275 139,176
22.1% 26.0% 33.0% 18.9% 100%
417 614 332 186 1,549












92.5%よりも 3.7 ポイント高く，また 1 農業集落当たりの寄り合いの開催回数も 17.8 回と











註：  の数値は，1985 年を当時と比較した増減率を示している． 
 
1985 1990 1995 2000 2005 2010
4,376,013 3,834,732 3,443,550 3,120,215 2,848,166 2,527,948
-12.4 -21.3 -28.7 -34.9 -42.2
71,565 61,255 54,346 48,719 43,363 36,017
-14.4 -24.1 -31.9 -39.4 -49.7
4,576,755 4,361,168 4,120,279 3,883,943 3,608,428 3,353,619
-4.7 -10.0 -15.1 -21.2 -26.7
55,122 52,263 50,073 47,793 44,180 40,134
-5.2 -9.2 -13.3 -19.9 -27.2
全国 85.0 84.1 83.9 81.8 77.4 72.3






























139,176 128,754 10,422    10.5
100% 92.5% 7.5%









128,754 82,062 91,903 81,066 99,499 106,715 63,881
100.0% 63.7% 71.4% 63.0% 77.3% 82.9% 49.6%
1,490 1,332 1,363 1,129 1,280 1,237 902




























第 3 節 農家民宿・民泊を活用した体験教育旅行の概要 
 
（1）農家民宿・民泊を活用した体験教育旅行の経緯と位置付け 











れる．その取組の 1 形態として農家民宿・民泊が挙げられる． 




農地 森林 ため池・湖沼 河川・水路
農業用
用排水路
全国 34.6% 19.0% 56.6% 43.6% 73.1%
滋賀県 53.1% 33.2% 56.8% 70.1% 91.4%
都市的地域 18.5% 10.6% 54.5% 37.7% 65.5%
平地農業地域 32.2% 16.0% 59.7% 47.8% 77.3%
中間農業地域 40.9% 21.3% 60.1% 47.0% 75.1%
















































































































つの大きな原動力となり，2008 年には，総務省・文部科学省・農林水産省の 3 省連携によ
る子ども農山漁村交流プロジェクト（以下，子プロ）事業が開始している．子プロとは，
































































































































織，第 3 に住民主導で開始し，行政主体の受入組織，第 4 に住民主導で開始後，住民主体
の受入組織の 4 つに分類することができる．主な事例として，第 1 は本事例の三方よし！
近江日野田舎体験推進協議会，第 2 は受入先進地，つまり，子プロ開始時の 2008 年度に農
林水産省より先導型受入モデル地域に選定された「南信州観光公社」や「安心院町グリー






























































徴収することで対応しており，営利活動は行えない形態である 19）．  

















第 4 節 本研究における事例の地域概要 
 
（1）滋賀県東近江市愛東地区・永源寺地区 
東近江市は，滋賀県南端部に位置する人口 115,479 人，38,941 世帯，高齢化率 21.5%（資
料：2010 年国勢調査），面積 388.58 ㎢の自治体である（図 1-3）．2005 年に 1 市 4 町，翌
2006 年に 2 町と合併した旧 1 市 6 町 20）を包括する大きな市である．2010 年農業センサス
によれば，総農家数は 4,608 戸（その内訳は販売農家数 3,839 戸，自給的農家数 769 戸）











大規模 農林漁業者 33㎡以上 有 無 宿泊料
小規模 農林漁業者 33㎡未満 有 無 宿泊料
農家民泊 小規模 農林漁業者 33㎡未満 有 有 体験料
体験民宿 大規模 非農林漁業者 33㎡以上 有 無 宿泊料
民宿 大規模 非農林漁業者 33㎡以上 無 無 宿泊料
民泊 小規模 非農林漁業者 33㎡未満 有 有 体験料




であり，1985 年から減少傾向で，2010 年の総農家数は 1985 年と比較すると 47.4%減少し















表 1-11 東近江市の総農家数と経営耕地面積の推移   （単位：戸，ha） 
 
資料：農業センサスに基づき筆者作成． 
註：注：  の数値は，1985 年を当時と比較した増減率を示している． 
 
1985 1990 1995 2000 2005 2010
8,567 7,732 6,887 6,331 5,707 4,608
-9.7 -19.6 -26.1 -33.4 -46.2
販売農家数 7,397 6,797 6,121 5,610 4,907 3,839
-8.1 -17.3 -24.2 -33.7 -48.1
自給的農家数 1,170 935 766 721 800 769
-20.1 -34.5 -38.4 -31.6 -34.3
8,740 8,518 8,257 8,023 7,621 6,720





















住民の自治機能は低下していたといえる．合併後の 2009 年，奥永源寺の地域活性化と 2011
年に開通予定であるトンネルに続く道路の整備を目指すため，全 7 集落から選出された委
員で構成される住民自治組織として奥永源寺振興協議会が設立され，住民主体でコミュニ
ティの維持・再生に取り組むことになる．その取り組みの 1 つとして，2009~2011 年には
「大人の民泊」事業という成人を対象としたホームステイを実施しており，この民泊事業




 日野町は，東近江市に隣接する人口 22,870 人，7,678 世帯，高齢化率 24.3%（資料：2010
年国勢調査），面積 117.63 ㎢の自治体である（前掲の図 1-3）．2010 年農林業センサスによ
れば，総農家数は 1,309 戸（その内訳は販売農家数 1,078 戸，自給的農家数 231 戸）であ
り，1985 年から減少傾向で，2010 年の総農家数は 1985 年と比較すると 45.6%減少してい




















   表 1-12 日野町の総農家数，経営耕地面積の推移   （単位：戸，ha） 
 
資料：農業センサスに基づき筆者作成． 
註：注：  の数値は，1985 年を当時と比較した増減率を示している． 
 
 
1985 1990 1995 2000 2005 2010
2,366 2,098 1,851 1,671 1,511 1,309
-11.3 -21.8 -29.4 -36.1 -44.7
販売農家数 2,021 1,835 1,636 1,474 1,295 1,078
-9.2 -19.0 -27.1 -35.9 -46.7
自給的農家数 345 263 215 197 216 231
-23.8 -37.7 -42.9 -37.4 -33.0
2,059 1,971 1,915 1,830 1,740 1,650
















              
             表 1-13 人口推移と農家率            （単位：人，%） 
 
資料：国勢調査と 2010 年農林業センサスに基づき筆者作成． 
註：  の数値は，1985 年を 100 とした時の指数である． 
  また，農家率とは，2010 年の全世帯数に占める総農家数の割合を示している． 
 
 
1985 1990 1995 2000 2005 2010 農家率
121,048,923 123,611,167 125,570,246 126,925,843 127,767,994 128,057,352 4.9
100 102 104 105 106 106
1,155,844 1,222,411 1,287,005 1,342,832 1,380,361 1,410,777 7.0
100 106 111 116 119 122
103,804 105,923 111,322 114,395 116,797 115,479 11.9
100 102 107 110 113 111
愛東 6,247 6,169 6,003 5,880 5,667 5,387 41.5
100 99 96 94 91 86
永源寺 6,786 6,545 6,500 6,326 6,050 5,791 23.6
100 96 96 93 89 85
蒲生 10,094 11,069 12,923 14,328 14,846 15,055 13.3
100 110 128 142 147 149
湖東 9,513 9,384 9,244 9,070 8,953 9,020 28.9
100 99 97 95 94 95
五個荘 9,599 10,002 11,108 11,735 12,136 12,154 5.7
100 104 116 122 126 127
能登川 21,221 22,266 22,635 22,705 23,148 23,226 9.3
100 105 107 107 109 109
八日市 39,744 40,488 42,909 44,351 45,997 44,846 7.7
100 102 108 112 116 113
22,009 22,244 23,132 23,022 22,809 22,870 17.1
















い程度である．愛東地区の 1985 年当時と比較した 2010 年の減少率をみると，全国よりも
              表 1-14 少子化・高齢化率の推移          （単位：%） 
 
資料：国勢調査に基づき筆者作成． 
註：上段に過疎化率である 15 歳未満の人口割合，下段に高齢化率である 65 歳以上の人口割合を示してい
る．また，増減率とは，1985 年当時からみた 2010 年のポイントを示している． 
 
1985 1990 1995 2000 2005 2010 増減率※
21.5 18.2 15.9 14.6 13.7 13.1 -8.4
10.3 12.0 14.5 17.3 20.1 22.8 12.5
23.4 20.4 18.0 16.4 15.5 15.1 -8.3
10.8 12.1 14.1 16.1 18.1 20.7 9.9
22.9 20.4 18.2 16.8 15.9 15.5 -7.4
12.4 13.9 15.9 17.8 19.0 21.5 9.1
愛東 19.7 19.1 17.5 15.4 13.4 11.9 -7.8
17.2 18.3 22.0 25.6 27.8 30.1 12.9
永源寺 19.9 18.0 16.3 16.0 15.4 13.2 -6.7
15.6 18.5 21.7 24.9 23.5 29.9 14.3
蒲生 22.5 21.9 21.8 21.4 20.0 18.1 -4.4
13.2 13.9 14.3 15.5 16.2 17.4 4.2
湖東 22.5 19.8 17.0 15.3 15.1 16.0 -6.5
14.2 16.7 19.9 21.9 23.0 23.8 9.6
五個荘 23.0 20.0 17.9 17.2 17.1 15.8 -7.2
14.3 15.4 17.6 18.7 20.1 22.4 8.1
能登川 24.1 20.9 18.3 16.2 15.1 15.0 -9.1
10.7 12.3 14.5 17.0 18.4 21.3 10.6
八日市 23.5 20.5 17.7 16.2 15.3 15.3 -8.2
11.0 12.3 14.0 15.8 17.1 20.2 9.2
21.4 20.0 17.9 15.7 14.1 13.3 -8.1







13.7 ポイント低い 13.0%と減少率は低いが，永源寺地区では，全国よりも 16.2 ポイント高









           
                表 1-15 総農家数の推移            （単位：戸） 
 
資料：農業センサスに基づき筆者作成．  
註：  の数値は，1985 年を当時と比較した増減率を示している． 
 
1985 1990 1995 2000 2005 2010
4,376,013 3,834,732 3,443,550 3,120,215 2,848,166 2,527,948
-12.4 -21.3 -28.7 -34.9 -42.2
71,565 61,255 54,346 48,719 43,363 36,017
-14.4 -24.1 -31.9 -39.4 -49.7
8,767 7,732 6,887 6,331 5,707 4,608
-11.8 -21.4 -27.8 -34.9 -47.4
愛東 870 792 731 680 643 597
-9.0 -16.0 -21.8 -26.1 -31.4
永源寺 939 780 695 635 595 405
-16.9 -26.0 -32.4 -36.6 -56.9
蒲生 1,236 1,083 937 879 756 603
-12.4 -24.2 -28.9 -38.8 -51.2
湖東 1,268 1,131 1,040 952 877 753
-10.8 -18.0 -24.9 -30.8 -40.6
五個荘 739 608 498 435 369 224
-17.7 -32.6 -41.1 -50.1 -69.7
能登川 1,450 1,281 1,135 1,039 932 732
-11.7 -21.7 -28.3 -35.7 -49.5
八日市 2,265 2,057 1,851 1,711 1,535 1,294
-9.2 -18.3 -24.5 -32.2 -42.9
2,406 2,098 1,851 1,671 1,511 1,309














農地 森林 ため池・湖沼 河川・水路
農業用
用排水路
全国 34.6% 19.0% 56.6% 43.6% 73.1%
滋賀県 53.1% 33.2% 56.8% 70.1% 91.4%
東近江市 65.3% 43.3% 71.2% 80.7% 87.5%
日野町 68.3% 53.6% 73.1% 85.0% 86.7%
            表 1-16 経営耕地面積の推移           （単位：ha） 
 
資料：農業センサスに基づき筆者作成．  
註：  の数値は，1985 年を当時と比較した増減率を示している． 
 
1985 1990 1995 2000 2005 2010
4,576,755 4,361,168 4,120,279 3,883,943 3,608,428 3,353,619
-4.7 -10.0 -15.1 -21.2 -26.7
55,122 52,263 50,073 47,793 44,180 40,134
-5.2 -9.2 -13.3 -19.9 -27.2
8,740 8,518 8,257 8,023 7,621 6,720
-2.5 -5.5 -8.2 -12.8 -23.1
愛東 1,022 988 986 955 919 889
-3.3 -3.5 -6.6 -10.1 -13.0
永源寺 805 751 755 728 708 460
-6.7 -6.2 -9.6 -12.0 -42.9
蒲生 1,214 1,197 1,145 1,127 1,070 954
-1.4 -5.7 -7.2 -11.9 -21.4
湖東 1,222 1,176 1,160 1,148 1,068 985
-3.8 -5.1 -6.1 -12.6 -19.4
五個荘 504 480 457 441 417 308
-4.8 -9.3 -12.5 -17.3 -38.9
能登川 1,623 1,599 1,528 1,496 1,447 1,320
-1.5 -5.9 -7.8 -10.8 -18.7
八日市 2,350 2,327 2,226 2,128 1,992 1,804
-1.0 -5.3 -9.4 -15.2 -23.2
2,059 1,971 1,915 1,830 1,740 1,650

























とは，過疎地域自立促進特別措置法第 2 条第 1 項，第 33 条第 1 項及び同第 2 項で規定され
ている． 












位に富山県の 90.8%，第 2 位に福井県の 89.8%，第 3 位に滋賀県の 86.9%が続いている． 
7）2010 年世界農業センサスによれば，2010 年の滋賀県全体の経営耕地面積 38,094ha のうち
94.5%の 36,364ha が水田となっている． 
8）2012 年農業基盤整備基礎調査によると，滋賀県の田 49,000ha のうち，83.2%にあたる
40,744ha が区画整備済みであり，全国平均の 63.2%より高い水田整備率となっている． 
9）青木（2004）pp.70-87 を参照． 






























17）2001 年の設立当初の出資者は飯田市，阿智村，喬木村，浪合村，平谷村の 5 市町村とみな
み信州農業協同組合（JA みなみ信州），信南交通等であったが，2004 年 6 月には南信州全
域である 18 市町村の出資が実現している．また，2012 年現在，17 の地元民間企業・団体
からの出資があり，総出資金 2,965 万円（その内自治体は約 900 万円）となっている． 
18）安心院町 GT 研究会は 2004 年に NPO 法人化となり，専属の事務職員の配置が行われてい
る． 
19）全国農業協同組合中央会他（2009）p.66，農林漁村文化協会（2008）pp.26-27 を参照． 
20）2005 年 2 月に，八日市市，永源寺町，五個荘町，愛東町，湖東町の 1 市 4 町が合併し，翌
06 年 1 月に，蒲生町及び能登川町の 2 町と再合併を行い，現在の旧 1 市 6 町を包括する大
きな自治体となっている． 
21）愛のまちエコ倶楽部は，年間を通した農作業体験，菜の花づくり体験，里山保全活動等の




























































愛東（B） B/A 愛東（D） D/C
66 30 45.5 20 9 45.0
283 148 52.3 82 45 54.9
342 176 51.5 105 51 48.6













































































































図 2-2 愛東地区内における受入家庭の勧誘経路 
資料：ヒアリング調査に基づき筆者作成． 
註：○は男性，△は女性を示している． 
   は 2010 年，  は 2011 年，  は 2012 年の受入開始年を示している． 



























































表 2-4 は勧誘者 4 名と被勧誘者 25 名との二者間関係について記している．第 1 列は勧誘






勧誘数でみると，D1 と D2 の勧誘数は N1 と D3 よりも多い．D1 と D2 は夫婦であり，









被勧誘者 開始時期 居住地1） 勧誘のきっかけとなった二者間関係
D4 2010 集落内 ふきのとう（ボランティア的活動）
I1 2010 学区外 強い個人的つながり2）
N7 2010 学区外 東近江ハンドシェーク協議会（ボランティア的活動）
F1 2011 学区内 強い個人的つながり
G4 2011 学区外 民生委員（ボランティア的活動）
J2 2011 学区外 愛のまち交流協会（ボランティア的活動）
A1 2012 学区内 JA
C1 2012 学区内 弱い個人的つながり
G2 2012 学区外 民生委員（ボランティア的活動）
D4 2010 集落内 強い個人的つながり
F2 2011 学区内 愛のまち交流協会（ボランティア的活動）
G1 2011 学区外 愛東文化協会（公民館活動・ボランティア的活動）
G3 2011 学区外 （財）愛の田園振興公社
F3 2012 学区内 弱い個人的つながり
K1 2012 学区外 愛のまちエコ倶楽部（ボランティア的活動）
M1 2012 学区外 弱い個人的つながり
N7 2010 集落内 強い個人的つながり
J1 2011 学区内 よさこい（ボランティア的活動）
N2 2011 集落内 ずぼら会
N3 2011 集落内 強い個人的つながり
N5 2011 集落内 ずぼら会
J1 2011 学区外 消防活動関係（ボランティア的活動）
N2 2011 学区外 強い個人的つながり
B1 2012 学区内 弱い個人的つながり



















など同じ価値観を持つ友人を誘ったということだが，3 年目の 2012 年には心安く頼める相
手は少なくなり，弱いつながりをも活用して勧誘を行ったということがヒアリング調査か
ら確認できた． 






一般的には N1 や D3 のように日常的なつながりが強い中で，受入家庭の勧誘はされると















関係別にみると表 2-6 のようになる．2010 年と 2012 年は個人的つながりによる二者間関
係，2011 年は組織活動による二者間関係が比較優位となっている． 
つまり，1 年目の 2010 年には自発的に開始した勧誘者 4 名の他，彼らの個人的つながり
で同一集落内に住む二者間関係で受入家庭の普及が始まり，2 年目の 2011 年には居住地の
近接性よりも組織活動によって得た二者間関係で普及し，3 年目の 2012 年には同一学区内
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6 7 12 25
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たが，現在では，愛別町との交流が主となっている．また，交流時には，1 泊 2 日であるた
めホームステイ形式で受入を行っている．また，旧愛東町時代の国際交流には，京都市在住
の大学生の留学生を 1 週間受入れる交流事業があった． 
3）また，受入家庭に敬遠したい受入相手を複数回答で尋ねたところ，以下に示す結果が得られ









































られる．全国的にもこのような地域は珍しい．なお，分析に用いるデータは，2011 年 8 月




第 2 節 両地域における体験教育旅行の受入組織の展開過程 
 
（1）日野町の体験教育旅行 






2 名が担当しており，この 3 名により受入家庭の確保や説明会・研修会等の開催といった，
体験教育旅行の対内的機能が実施されている（図 3-1）． 
日野町の体験教育旅行の受入実績は，2009 年に子ども農山漁村交流プロジェクトの一環
として 1 校（189 人）の受入から始まり，2010 年 7 校，2011 年 15 校と着実に受入規模を
拡大し，2013 年には 21 校（約 3,500 人）を受入れている（表 3-1）．これに伴い，受入家

















受入人数 受入校数1） 受入家庭数2） 農家民宿数
（単位：人） （単位：校） （単位：戸） （単位：戸）
2009年 189 1 46
2010年 1,250 7 125 6
2011年 2,450 15 182 1
2012年 2,950 19 155 6
2013年 3,500 21 152 8
合計 10,339 63 - 21
 
 
































































































地域の活性化を目指し，2009 年に設立された全 7 集落から成る住民自治組織である． 
東近江市の体験教育旅行の受入実績は，2010 年 1 校（66 人），2011 年 4 校，2012 年 3
校，2013 年 3 校（225 人）を受入れている．2013 年の各地区の実績は，愛東地区が 3 校（143
人），永源寺地区が 2 校（70 人）である（表 3-2）．また，受入家庭数は，愛東地区で 46 戸，










(単位：校） 永源寺 愛東 永源寺 愛東
2010年 1 66 33 30 20 11 9 3
2011年 4 283 135 148 82 37 45
2012年 3 342 126 176 105 40 51 1
2013年 3 225 70 143 61 19 39





第 3 節 行政主体・住民主体別にみた受入組織の 3 要素に関する比較 
 




















































































































































































































 次に，②地域が一体となった受入体制の構築についてみると，表 3-4 の通りに整理できる．
日野町の受入家庭数は約 150 戸と，1 回の受入で 8 クラス程度の大規模校にも対応できる
体制が構築されている．一方，東近江市では，愛東地区 46 戸，永源寺地区 25 戸であり，
受入が最大で 3 クラスまでに制限されているため，大規模校への対応が出来ない．また，





















る．受入組織が受取る手数料収入を 2013 年の実績から推計すると，日野協議会は約 1,300
円/人×約 3,500 人＝約 455 万円，愛のまち協議会は 300 円/人・泊×（92 人＋51 人×2 泊）
＝58,200 円，奥永源寺協議会は 300 円/人・泊×（34 人＋36 人×2 泊）＝31,800 円となり 5），












































































東近江ハンドシェーク協議会職員時の 2010~2011 年にはふるさと雇用，2012 年には市の緊
急雇用，2013 年からは市の臨時職員として雇用されている． 
5）なお参考までに，東近江市協議会の 2013 年における手数料収入は 546.425 円となっている．
また，受入家庭には協議会から，田舎生活体験料として日野町では 5,000 円/泊・人，東近江

















1992 年に我が国でグリーン・ツーリズムが政策用語として提起されてから早 20 年が過
ぎた今日，過疎化・高齢化により農村が抱える多くの深刻な問題が顕在化している．これ
らの問題を解決するため，グリーン・ツーリズムに取り組む地域が多くみられ，地域の実
情に合わせて，この 20 年の間に多様な形態の取組へと発展している．その 1 つに農家民宿・
民泊を活用した体験教育旅行がある． 






























の観点から整理し，受入組織を 4 つに分類した．すなわち，第 1 に行政主導で開始し，行
政主体の受入組織，第 2 に行政主導で開始後，住民主体の受入組織，第 3 に住民主導で開
始し，行政主体の受入組織，第 4 に住民主導で開始後，住民主体の受入組織である．第 1
は日野協議会，第 2 は体験教育旅行の先進地である飯田市や宇佐市安心院町の受入組織，






























































































































































公表の方法：農林業問題研究 49(2)，179-184  
公表年：2013 年 
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